
令和4年7月15日 新潟県新潟市西区流通センター五丁目４番地２１

株式会社新潟デイリーサービス

代表取締役　寺尾　誠

貸借対照表（令和4年3月31日現在） （単位：千円）

金　　額 金　　額

Ⅰ 流　動　資　産 145,497 Ⅰ 流　動　負　債 77,429

現 金 及 び 預 金 664 リ ー ス 債 務 18,211

未 収 金 49,858 未 払 費 用 50,081

預 け 金 93,327 未 払 法 人 税 等 213

た な 卸 し 資 産 626 親 会 社 未 払 金 152

未収還付法人税等 3 未 払 消 費 税 等 7,669

立 替 金 963 預 り 金 1,103

仮 払 金 57 Ⅱ 固　定　負　債 90,899

Ⅱ 固　定　資　産 74,278 リ ー ス 債 務 39,010

 有形固定資産 51,661 退職給付引当金 51,889

車 両 運 搬 具 51,661 168,328

 投資その他の資産 22,616

繰 延 税 金 資 産 22,480 Ⅰ　株　主　資　本 51,446

そ の 他 投 資 等 136  資　本　金 11,000

 利益剰余金 40,446

40,446

（うち当期純利益） (2,328)

40,446

51,446

219,775 219,775資　産　合　計

第17期決算公告

科　　目 科　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

　繰越利益剰余金

純　資　産　合　計

負債・純資産合計

負　債　合　計

（純 資 産 の 部）

その他利益剰余金



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法によっております。）

（2） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

定率法又は旧定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物
（付属設備を除く）について旧定額法、平成19年4月1日以後に取得した建物（付属設備
を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物に
ついては定額法を採用しております。

② リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3） 重要な引当金の計上基準
① 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込み額のうち当期負担額を計上しております。
なお、貸借対照表上は未払費用に含めて計上しております。

② 退職給付引当金
従業員の退職金支払に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を計上しておりま
す。

③ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。
なお、貸借対照表上は退職給付引当金に含めて計上しております。

（4） その他計算書類作成のための重要な事項
消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（5） 税効果会計の適用
法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

（6） 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．貸借対照表注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 80,854 千円
（2） 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 132,199 千円
短期金銭債務 19,592 千円
長期金銭債権 39,010 千円

（3） 取締役等に対する金銭債権 41 千円

個別注記表

（自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日）


